
令和４年度　事務事業評価シート

Ⅰ.事務事業の概要
総合計画上

の位置づけ

ＳＤＧｓ上

の位置づけ

事務事業 不特定の市民 特定の市民 不特定の企業・団体 特定の企業・団体 その他

の対象 )

事務事業  活動 指標名

の意図  指標 （単位）

(ねらい) 算出法

事務事業  成果 指標名

の内容  指標 （単位）

算出法

これまでの
改革・改善
の取組経緯

Ⅱ.事務事業の業績(指標と投入資源の推移)

効

率

性
(円)

正職員

再任用職員

会計年度任用職員

人件費

事業費

特定 国・府補助金

財源 地方債

受益者負担等

一般財源

将来発生するコスト
（施設・設備・金利等）

Ⅲ.事務事業の評価と改革・改善策

１

●

２

３ 1 向　上

2 横ばい

3 低　下

４ Ａ Ｂ 事業の進め方の改善の検討

Ｃ Ｄ

５

　対する改革・改善策)

２

３

４

５

今後の方向性
（総合評価）

計画どおりに事業を進めることが適当

事業規模・内容又は実施主体の見直しの検討

必要性の評価 1 事業を行う義務がある

所信表明・施政方針・総合計画に施策として位置付けられている事業2 事業の必要性が高い

3 事業の必要性が低い

有効性 1 非常に有効

⑤その他考慮

　すべきコスト

 評価の視点 　評　価  評価の判断理由の説明

298,397

事業の抜本的見直し、休・廃止の検討

225,350

評価結果に 成果指標の設定が難しく、助成額が多いほど経済的負担の軽減は図られているが、早期受診することによる重症
化予防等の効果を図る指標がない。
早期受診することにより、一時的に負担は増えるが、長期的には医療費の抑制につながるため、受診しやすい体
制を継続していく。

対する所見

（事業の総括と課題に

の評価 3 あまり効果がなかった

効率性

受診件数の増加により、１人あたりの助成額が増加したため。(コストの視点)

の評価

子育て世帯にとって医療費自己負担額の増加は大きな経済的負担となる
ため、現行制度の維持継続が求められている。

(顧客の視点) 2 効果があった

259,711 281,140 115.2%

　(千円) 0 0 7 0

　財源内訳 0 0 0 0

④事業費 70,358 58,000 61,378 63,888 105.8%

③コスト計(=人件費＋事業費)(千円) 368,755 283,350 321,096 345,028 113.3%

　内訳（千円） 362,528 277,118 315,529 338,745 113.9%

②支出 6,227 6,232 5,567 6,283 89.3%

0.00 0.00 0.00 0.00

　人員(人) 0.00 0.00 0.00 0.00

27,177 29,309 114.9%23,652

２
投
入
資
源

①投入 1.00 1.00 0.90 1.00 90.0%

11,772 98.6%

成果指標 28,711 22,419 25,881 27,825 115.4%

１
事
務
事
業
指
標

有
効
性

活動指標 12,216 11,980 11,815

コスト指標 コスト計/活動指標 30,186

指標・投入資源 (目標･予算) R03/R02

所得に関係なく、中学校卒業までの子どもに対し、公
的保険が適用される医療費の自己負担分の一部と、入
院時食事療養費の全額を助成。自己負担は、医療機関
ごとに１日５００円まで（月２日限度）。１ヶ月の上
限は２，５００円

年間1人あたりの助成額（円）

年間助成額を助成対象者数で除す

平成２８年４月に入院医療費の助成を中学校卒業まで拡充、平成２９年４月に通院医療費の助成を中学校卒業まで拡
充した。大阪府が廃止した入院時食事療養費についても引き続き助成を行っている。

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 対前年比

具体的に( 入院、通院：０歳～中学校卒業まで（１５歳に達した日以後最初の３月末日まで）

本市に居住する０歳から中学校３年生までの児童が安
心して必要な医療が受けられるよう、入・通院に係る
自己負担額の一部を助成し、経済的負担の軽減から早
期受診につなげることにより、子ども達の健全育成に
つなげる。

助成対象者（人）

年間延べ受給者数を12ヶ月で除す

（３）すべての人に健康と福祉を

3.8

ゴール

ターゲット

施策 １３　子育て・子育ちの推進

(予算事業名) 子ども医療費助成事業

担当課名 医療支援課 担当係名 医療係 作成日 令和4年7月5日

１
取組項目 子育て環境の充実

 事務事業名 子ども医療費助成事業  事務事業コード 20513201 整理番号 94

まちづくりの柱 ２　人を育て、人が輝くまちづくり

基本方針 ５　みんなで子育て家庭を支える地域社会をつくります

チェックシートへ

移動



令和４年度　事務事業評価シート

Ⅰ.事務事業の概要
総合計画上

の位置づけ

ＳＤＧｓ上

の位置づけ

事務事業 不特定の市民 特定の市民 不特定の企業・団体 特定の企業・団体 その他

の対象 )

事務事業  活動 指標名

の意図  指標 （単位）

(ねらい) 算出法

事務事業  成果 指標名

の内容  指標 （単位）

算出法

これまでの
改革・改善
の取組経緯

Ⅱ.事務事業の業績(指標と投入資源の推移)

効

率

性
(円)

正職員

再任用職員

会計年度任用職員

人件費

事業費

特定 国・府補助金

財源 地方債

受益者負担等

一般財源

将来発生するコスト
（施設・設備・金利等）

Ⅲ.事務事業の評価と改革・改善策

１ ●

２

３ 1 向　上

2 横ばい

3 低　下

４ Ａ Ｂ 事業の進め方の改善の検討

Ｃ Ｄ

５

　対する改革・改善策)

 事務事業名 未熟児養育医療給付事業  事務事業コード 20718401 整理番号 160

まちづくりの柱 ２　人を育て、人が輝くまちづくり

基本方針 ７　誰もが健やかに暮らすことができる体制をつくります

施策 １８　健康づくり・介護予防の推進

(予算事業名) 未熟児養育医療給付事業

担当課名 医療支援課 担当係名 医療係 作成日 令和4年7月5日

１
取組項目 母子保健の推進

具体的に( 出生体重2,000グラム以下ないし、生活力が特に薄弱な未熟児

未熟児の入院治療中における医療費の自己負担額を給
付することで、経済的負担を軽減し、乳児の健全な育
成につなげる。

給付対象者数（人）

（３）すべての人に健康と福祉を

3.8

ゴール

ターゲット

指標・投入資源 (目標･予算) R03/R02

H25.4月より府からの権限移譲により事業開始。保険
適用医療費の自己負担分の一部と、入院時食事療養費
全額を助成。世帯の所得税額に応じた徴収基準月額に
基づき、自己負担額を決定するが、子ども医療費助成
の対象となり最終的に自己負担額は月1,000円までと
なる。生活保護受給世帯は全額公費負担。

年間１人あたりの給付額（円）

年間１人あたりの給付額（円）

令和3年度は給付対象者28人に対し、年間１人あたり279,547円を給付し、乳児の健やかな成長と保護者への経済的な
支援を図った。

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 対前年比

２
投
入
資
源

①投入 0.20 0.20 0.10 0.20 50.0%

20 140.0%

成果指標 314,045 417,345 279,547 570,544 67.0%

１
事
務
事
業
指
標

有
効
性

活動指標 22 20 28

コスト指標 コスト計/活動指標 455,773

　人員(人) 0.00 0.00 0.00 0.00

348,571 633,550 63.5%549,300

②支出 1,246 1,247 619 1,257 49.6%

0.00 0.00 0.00 0.00

③コスト計(=人件費＋事業費)(千円) 10,027 10,986 9,760 12,671 88.8%

　内訳（千円） 8,781 9,739 9,141 11,414 93.9%

　財源内訳 0 0 0 0

④事業費 5,510 6,211 4,585 7,060 73.8%

3,933 3,616 134.6%

　(千円) 1,414 1,852 1,242 1,995 67.1%

評価結果に 未熟児養育医療給付事業は、母子保健法に基づいて実施しており、国の第２次一括法により、平成２５年度から
市の事業として運営を開始している。今後も引き続き、給付費について適正に執行する。

対する所見

（事業の総括と課題に

の評価 3 あまり効果がなかった

効率性

1人あたりの給付額が減少したため(コストの視点)

の評価

高度医療が必要な未熟児の医療費は高額となるため、給付を行うことで保護
者の経済的負担を軽減し、乳児の健全な育成につながった。

(顧客の視点) 2 効果があった

２

３

４

５

今後の方向性
（総合評価）

計画どおりに事業を進めることが適当

事業規模・内容又は実施主体の見直しの検討

必要性の評価 1 事業を行う義務がある

法令に基づく義務的事業（賦課･徴収、検査･監督･指導）2 事業の必要性が高い

3 事業の必要性が低い

有効性 1 非常に有効

⑤その他考慮

　すべきコスト

 評価の視点 　評　価  評価の判断理由の説明

3,103

事業の抜本的見直し、休・廃止の検討

2,923

チェックシートへ

移動



令和４年度　事務事業評価シート

Ⅰ.事務事業の概要
総合計画上

の位置づけ

ＳＤＧｓ上

の位置づけ

事務事業 不特定の市民 特定の市民 不特定の企業・団体 特定の企業・団体 その他

の対象 )

事務事業  活動 指標名

の意図  指標 （単位）

(ねらい) 算出法

事務事業  成果 指標名

の内容  指標 （単位）

算出法

これまでの
改革・改善
の取組経緯

Ⅱ.事務事業の業績(指標と投入資源の推移)

効

率

性
(円)

正職員

再任用職員

会計年度任用職員

人件費

事業費

特定 国・府補助金

財源 地方債

受益者負担等

一般財源

将来発生するコスト
（施設・設備・金利等）

Ⅲ.事務事業の評価と改革・改善策

１ ●

２

３ 1 向　上

2 横ばい

3 低　下

４ Ａ Ｂ 事業の進め方の改善の検討

Ｃ Ｄ

５

　対する改革・改善策)

２

３

４

５

今後の方向性
（総合評価）

計画どおりに事業を進めることが適当

事業規模・内容又は実施主体の見直しの検討

必要性の評価 1 事業を行う義務がある

所信表明・施政方針・総合計画に施策として位置付けられている事業2 事業の必要性が高い

3 事業の必要性が低い

有効性 1 非常に有効

⑤その他考慮

　すべきコスト

 評価の視点 　評　価  評価の判断理由の説明

55,631

事業の抜本的見直し、休・廃止の検討

45,985

評価結果に 成果指標の設定が難しく、助成額が多いほど経済的負担の軽減は図られているが、早期受診することによる重症
化予防等の効果を図る指標がない。
早期受診することにより、一時的に負担は増えるが、長期的には医療費の抑制につながるため、受診しやすい体
制を継続していく。

対する所見

（事業の総括と課題に

の評価 3 あまり効果がなかった

効率性

対象者は減少しているが、1人あたりの助成額が増加している。(コストの視点)

の評価

制度改正等による医療費自己負担額の増加は、低所得世帯が大半を占める
ひとり親家庭の経済的負担に大きく影響するため、現行制度の継続が求め
られている。

(顧客の視点) 2 効果があった

46,017 49,919 100.1%

　(千円) 178 42 51 0 121.4%

　財源内訳 0 0 0 0

④事業費 50,143 44,190 44,045 45,986 99.7%

③コスト計(=人件費＋事業費)(千円) 105,952 90,217 90,113 95,905 99.9%

　内訳（千円） 99,725 83,985 86,402 90,878 102.9%

②支出 6,227 6,232 3,711 5,027 59.5%

0.00 0.00 0.00 0.00

　人員(人) 0.00 0.00 0.00 0.00

32,544 34,951 103.1%31,578

２
投
入
資
源

①投入 1.00 1.00 0.60 0.80 60.0%

2,744 96.9%

成果指標 32,301 28,556 30,274 32,165 106.0%

１
事
務
事
業
指
標

有
効
性

活動指標 2,999 2,857 2,769

コスト指標 コスト計/活動指標 35,329

指標・投入資源 (目標･予算) R03/R02

ひとり親と、その者が監護・養育する18歳になる年度
末までの児童のうち、一定の条件を満たす者に対し、
保険適用医療費の自己負担分の一部を助成。自己負担
は1医療機関ごとに1日500円まで（月2日を限度）、ひ
と月あたりの上限額は2,500円。中学校卒業までの児
童の入院時食事療養費は全額助成。

年間１人あたりの助成額（円）

年間助成額を助成対象者数で除す

平成３０年４月より裁判所から配偶者暴力等（ＤＶ）に関する保護命令が出されたＤＶ被害者について対象者を拡
充。

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 対前年比

具体的に( ひとり親等と１８歳になる年度末までの児童のうち、一定の所得金額以下の者

ひとり親(父又は母もしくは養育者）家庭に対し医療
費の一部を助成することにより、生活の安定と児童の
健全な育成につなげる。

助成対象者数（人）

年間延べ受給者数を１２ヶ月で除す

（３）すべての人に健康と福祉を

3.8

ゴール

ターゲット

施策 ２０　地域福祉の推進

(予算事業名) ひとり親家庭医療費助成事業

担当課名 医療支援課 担当係名 医療係 作成日 令和4年7月5日

１
取組項目 ひとり親家庭への支援

 事務事業名 ひとり親家庭医療費助成事業  事務事業コード 20820401 整理番号 175

まちづくりの柱 ２　人を育て、人が輝くまちづくり

基本方針 ８　福祉の充実により安心して暮らせる地域をつくります

チェックシートへ

移動



令和４年度　事務事業評価シート

Ⅰ.事務事業の概要
総合計画上

の位置づけ

ＳＤＧｓ上

の位置づけ

事務事業 不特定の市民 特定の市民 不特定の企業・団体 特定の企業・団体 その他

の対象 )

事務事業  活動 指標名

の意図  指標 （単位）

(ねらい) 算出法

事務事業  成果 指標名

の内容  指標 （単位）

算出法

これまでの
改革・改善
の取組経緯

Ⅱ.事務事業の業績(指標と投入資源の推移)

効

率

性
(円)

正職員

再任用職員

会計年度任用職員

人件費

事業費

特定 国・府補助金

財源 地方債

受益者負担等

一般財源

将来発生するコスト
（施設・設備・金利等）

Ⅲ.事務事業の評価と改革・改善策

１ ●

２

３ 1 向　上

2 横ばい

3 低　下

４ Ａ Ｂ 事業の進め方の改善の検討

Ｃ Ｄ

５

　対する改革・改善策)

２

３

４

５

今後の方向性
（総合評価）

計画どおりに事業を進めることが適当

事業規模・内容又は実施主体の見直しの検討

必要性の評価 1 事業を行う義務がある

所信表明・施政方針・総合計画に施策として位置付けられている事業2 事業の必要性が高い

3 事業の必要性が低い

有効性 1 非常に有効

⑤その他考慮

　すべきコスト

 評価の視点 　評　価  評価の判断理由の説明

139,406

事業の抜本的見直し、休・廃止の検討

128,993

評価結果に 成果指標の設定が難しく、助成額が多いほど経済的負担の軽減は図られているが、早期受診することによる重症
化予防等の効果を図る指標がない。
早期受診することにより、一時的に負担は増えるが、長期的には医療費の抑制につながるため、受診しやすい体
制を継続していく。

対する所見

（事業の総括と課題に

の評価 3 あまり効果がなかった

効率性

助成対象者数は横ばい傾向にある。(コストの視点)

の評価

医療費自己負担額の増加は、継続的に治療が必要な重度障害者及びその家族
の経済的負担に大きく影響するため、現行制度の継続が求められている。

(顧客の視点) 2 効果があった

132,481 147,619 102.7%

　(千円) 6 63 98 0 155.6%

　財源内訳 0 0 0 0

④事業費 137,237 133,431 131,551 133,841 98.6%

③コスト計(=人件費＋事業費)(千円) 276,649 262,487 264,130 281,460 100.6%

　内訳（千円） 270,422 256,255 258,872 275,177 101.0%

②支出 6,227 6,232 5,258 6,283 84.4%

0.00 0.00 0.00 0.00

　人員(人) 0.00 0.00 0.00 0.00

119,624 126,841 100.2%119,367

２
投
入
資
源

①投入 1.00 1.00 0.85 1.00 85.0%

2,219 100.4%

成果指標 118,536 113,942 114,646 121,303 100.6%

１
事
務
事
業
指
標

有
効
性

活動指標 2,233 2,199 2,208

コスト指標 コスト計/活動指標 123,891

指標・投入資源 (目標･予算) R03/R02

重度障害者で一定の所得金額以下の者に対し、保険が
適用される医療費の自己負担分の一部を助成。自己負
担は、医療機関等・薬局ごとに１日５００円まで（月
上限なし）。１ヶ月の上限は３，０００円。

年間1人あたりの助成額（円）

年間助成額を助成対象者で除す

平成３０年４月より年齢制限を撤廃し、精神障害保健福祉手帳１級を所持する者、指定難病及び特定疾患医療受給者
証所持者で障害年金（または特別児童扶養手当）１級該当者について対象者を拡充。

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 対前年比

具体的に( 重度障害者で一定の所得金額以下の者

重度障害者【①身障手帳1、2級②療育手帳重度③療育
手帳中度かつ身障手帳④精神障害手帳1級⑤指定難病
及び特定疾患医療受給者証所持者で障害年金1級（又
は特別児童扶養手当1級）該当の者】に対し、医療費
の一部を助成することで、健康の保持及び生活の安定
に寄与し、福祉の増進につなげる。

助成対象者（人）

年間延べ受給者数を12ヶ月で除す

（３）すべての人に健康と福祉を

3.8

ゴール

ターゲット

施策 ２２　障害者福祉の推進

(予算事業名) 重度障害者医療費助成事業

担当課名 医療支援課 担当係名 医療係 作成日 令和4年7月5日

１
取組項目 障害福祉サービスの充実

 事務事業名 重度障害者医療費助成事業  事務事業コード 20822201 整理番号 192

まちづくりの柱 ２　人を育て、人が輝くまちづくり

基本方針 ８　福祉の充実により安心して暮らせる地域をつくります

チェックシートへ

移動



令和４年度　事務事業評価シート

Ⅰ.事務事業の概要
総合計画上

の位置づけ

ＳＤＧｓ上

の位置づけ

事務事業 不特定の市民 特定の市民 不特定の企業・団体 特定の企業・団体 その他

の対象 )

事務事業  活動 指標名

の意図  指標 （単位）

(ねらい) 算出法

事務事業  成果 指標名

の内容  指標 （単位）

算出法

これまでの
改革・改善
の取組経緯

Ⅱ.事務事業の業績(指標と投入資源の推移)

効

率

性
(円)

正職員

再任用職員

会計年度任用職員

人件費

事業費

特定 国・府補助金

財源 地方債

受益者負担等

一般財源

将来発生するコスト
（施設・設備・金利等）

Ⅲ.事務事業の評価と改革・改善策

１ ●

２

３ 1 向　上

2 横ばい

3 低　下

４ Ａ Ｂ 事業の進め方の改善の検討

Ｃ Ｄ

５

　対する改革・改善策)

２

３

４

５

今後の方向性
（総合評価）

計画どおりに事業を進めることが適当

事業規模・内容又は実施主体の見直しの検討

必要性の評価 1 事業を行う義務がある

法令に基づく義務的事業（賦課･徴収、検査･監督･指導）2 事業の必要性が高い

3 事業の必要性が低い

有効性 1 非常に有効

⑤その他考慮

　すべきコスト

 評価の視点 　評　価  評価の判断理由の説明

21,139

事業の抜本的見直し、休・廃止の検討

22,001

評価結果に 後期高齢者医療被保険者数が増加する中、RPAの積極的な導入・活用による事務効率化を推し進めた結果、収納率
の向上につき毎年結果を残すことができている。今後は団塊の世代が後期高齢者となり、ますます被保険者数が
増加することを見据えて、コンビニ収納の導入やペイジーなど納付環境の整備を検討していきたい。対する所見

（事業の総括と課題に

の評価 3 あまり効果がなかった

効率性
前年度とほぼ同額のコストに対し、収納率が前年度よりも向上したことによ
るもの。

(コストの視点)

の評価

収納率が現年度分99.96%、滞納繰越分66.51%で合計99.94%となり、前年度実
績値を上回る結果をおさめたことによる。

(顧客の視点) 2 効果があった

22,299 23,015 101.4%

　(千円)

　財源内訳

④事業費

③コスト計(=人件費＋事業費)(千円) 21,139 22,001 22,299 23,015 101.4%

　内訳（千円） 5,571 6,421 6,836 7,307 106.5%

②支出 15,568 15,580 15,463 15,708 99.2%

0.00 0.00 0.00 0.00

　人員(人) 0.00 0.00 0.00 0.00

377,949 383,583 142.6%265,072

２
投
入
資
源

①投入 2.50 2.50 2.50 2.50 100.0%

60 71.1%

成果指標 99 99 99 99 100.0%

１
事
務
事
業
指
標

有
効
性

活動指標 143 83 59

コスト指標 コスト計/活動指標 147,825

指標・投入資源 (目標･予算) R03/R02

1.督促状発送　　2.文書催告　　　3.電話催告
4.臨戸催告　　　5.臨戸徴収　　　6.短期証選定
7.滞納処分　　　8.納付相談　　　9.口座振替勧奨

保険料収納率（現年度分＋滞納繰越分）
（％）

収納額/調定額×100

口座振替・保険料還付事務についてRPAを取り入れ事務処理時間を短縮し、その時間で電話催告や必要に応じて臨戸催
告等を実施。初期滞納者の縮小に努めた。滞納処分は新型コロナの影響等を鑑みて件数は減少傾向だが、収納率につ
いては過去最高となり、大阪府内33市の中で1位を維持することができた。

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 対前年比

具体的に(

より高い収納率を維持することで、被保険者間の公平
性を図る。

滞納処分件数（件）

年度末（3/31）

ゴール

ターゲット

施策

(予算事業名) 後期高齢者医療特別会計

担当課名 医療支援課 担当係名 収納係 作成日 令和4年6月28日

１
取組項目

 事務事業名 後期高齢者医療保険料収納事業  事務事業コード 体系外 整理番号 276

まちづくりの柱 体系外

基本方針

チェックシートへ

移動


